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は
じ
め
に

　

兵
庫
県
病
院
協
会
の
４
病
院
は
平
成

22
年
９
月
、
社
会
保
険
診
療
に
係
る
消

費
税
非
課
税
制
度
は
医
療
機
関
に
一
方

的
な
負
担
を
強
い
る
不
公
平
税
制
で
あ

り
、
憲
法
違
反
で
あ
る
と
訴
え
て
、
消

費
税
是
正
訴
訟
を
起
こ
し
た
。
そ
の
判

決
が
昨
年
11
月
に
あ
り
、
私
た
ち
の
請

求
は
棄
却
さ
れ
、
敗
訴
と
な
っ
た
。
し

か
し
そ
の
判
決
の
中
身
に
は
、
私
た
ち

の
主
張
を
認
め
る
記
述
が
盛
り
込
ま
れ
、

一
定
の
評
価
が
で
き
る
。

　

こ
の
裁
判
は
、
勝
敗
の
中
身
よ
り
も

医
療
関
係
者
を
含
め
、
国
や
国
民
一
般

の
理
解
を
得
る
こ
と
が
目
的
で
あ
り
、

と
し
た
い
。

な
ぜ
兵
庫
県
民
間
病
院
は
消
費
税

訴
訟
に
踏
み
切
っ
た
の
か

　

消
費
税
が
非
課
税
と
な
っ
て
い
る
た

め
、
医
療
機
関
は
売
り
上
げ
に
対
し
て
、

患
者
か
ら
は
消
費
税
分
は
受
け
取
れ
な

い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
薬
品
や
、
医
療

材
料
な
ど
の
仕
入
れ
に
か
か
っ
た
消
費

税
分
は
税
額
控
除
さ
れ
な
い
。
一
方
、

卸
業
者
や
メ
ー
カ
ー
は
仕
入
れ
税
額
控

除
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、

医
療
機
関
は
一
方
的
な
負
担
を
強
い
ら

れ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
る
損
税
は
一
病

院
あ
た
り
３
千
万
円
か
ら
７
千
万
円
に

も
な
っ
て
い
る
。
大
学
病
院
で
は
数
億

こ
の
裁
判
と
公
開
セ
ミ
ナ
ー
を
通
じ
て

そ
の
目
的
は
あ
る
程
度
達
せ
ら
れ
た
と

考
え
る
。

　

そ
の
結
果
、
消
費
税
分
を
診
療
報
酬

で
、
公
平
、
適
正
に
転
嫁
す
る
こ
と
は

一
点
単
価
を
10
・
５
円
に
で
も
し
な
い

限
り
不
可
能
で
、
や
は
り
消
費
税
非
課

税
制
度
を
課
税
制
度
に
し
、
患
者
に
負

担
を
か
け
な
い
方
法
を
考
え
る
し
か
な

い
（
軽
減
税
率
又
は
０
税
率
）
と
考
え

ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

日
本
医
師
会
、
病
院
団
体
も
一
致
し

て
そ
の
方
向
で
、
政
府
に
制
度
改
正
に

向
け
て
働
き
か
け
る
も
の
と
期
待
し
て

い
る
。

　

裁
判
の
経
緯
に
つ
い
て
述
べ
る
こ
と

円
に
も
及
ぶ
。

　

過
去
数
年
間
、
日
本
医
師
会
、
病
院

団
体
は
毎
年
の
よ
う
に
こ
の
問
題
の
是

正
を
求
め
、
医
療
に
対
す
る
消
費
税
を

課
税
制
度
に
し
、
か
つ
患
者
に
は
負
担

を
か
け
な
い
で
、
税
額
控
除
で
き
る
よ

う
な
制
度
を
求
め
、
国
に
要
望
書
を
提

出
し
て
き
た
が
、
放
置
さ
れ
て
き
た
。

　

そ
の
理
由
は
、
診
療
報
酬
の
中
に
消

費
税
分
は
既
に
組
み
込
ま
れ
て
い
る
、

そ
れ
を
医
師
会
が
了
承
し
た
と
い
う
も

の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
平
成
元
年
と

９
年
に
組
み
込
ま
れ
た
１
・
53
％
分
は

そ
の
後
の
医
療
費
引
き
下
げ
（
過
去
10

年
間
で
マ
イ
ナ
ス
８
％
）
で
既
に
消
え

去
っ
て
い
る
。

　

私
た
ち
は
、
診
療
報
酬
に
消
費
税
を

組
み
入
れ
た
医
療
費
非
課
税
制
度
そ
の

も
の
が
間
違
っ
て
お
り
、
医
療
機
関
に

一
方
的
な
負
担
を
強
い
る
も
の
で
あ
る

と
主
張
し
て
い
る
。
こ
れ
は
公
平
で
適

正
な
税
の
あ
り
方
を
保
障
し
た
憲
法
に

も
違
反
し
て
い
る
。

　

こ
の
ま
ま
消
費
税
が
値
上
げ
さ
れ
た

場
合
、
医
療
崩
壊
は
更
に
進
む
と
考
え

ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
理
由
か
ら
、
兵

庫
県
民
間
病
院
協
会
は
全
国
の
医
療
関

係
者
の
切
実
な
要
望
に
答
え
て
訴
訟
に

踏
み
切
っ
た
。
訴
訟
の
経
緯
に
つ
い
て

は
表
１
を
参
照
さ
れ
た
い
。

●
尼
崎
中
央
病
院
理
事
長
（
兵
庫
県
民
間
病
院
協
会
副
会
長
）

―
裁
判
を
通
じ
て
明
ら
か
に
な
っ
た
こ
と

医
療
消
費
税
訴
訟
の
経
緯

吉
田 

静
雄
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で
き
、
マ
イ
ナ
ス
分
の
還
付
も
受
け
ら

れ
る
、
し
か
し
な
が
ら
医
療
機
関
は
社

会
保
険
診
療
取
引
が
非
課
税
取
引
で
あ

る
が
故
に
仕
入
税
額
控
除
か
生
じ
な
い

た
め
仕
入
税
額
控
除
が
で
き
ず
、
か
つ
、

診
療
料
金
が
公
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、

仕
入
税
額
相
当
分
を
全
て
病
院
が
負
担

す
る
こ
と
を
強
制
さ
れ
る
事
態
と
な
っ

て
い
る
（「
病
院
の
特
別
の
負
担
」）。

こ
れ
は
、
憲
法
の
平
等
原
則
（
憲
法
14

条
１
項
）
に
違
反
す
る
。

② 

病
院
の
特
別
の
負
担
に
よ
っ
て
、

新
た
な
医
療
機
器
や
設
備
の
導
入
が
困

難
と
な
っ
て
お
り
、
憲
法
の
職
業
遂
行

の
自
由
（
憲
法
22
条
１
項
）
が
不
当
に

侵
害
さ
れ
て
い
る
。

③ 

病
院
の
特
別
の
負
担
は
公
共
の
福

祉
（
目
的
の
受
忍
限
度
）
を
超
え
た
負

担
で
あ
り
、
財
産
権
が
不
当
に
侵
害
さ

れ
て
い
る
（
憲
法
29
条
１
項
）。

④ 

政
府
は
、
診
療
報
酬
の
改
定
時
に

病
院
等
の
特
別
の
負
担
を
解
消
し
た
と

主
張
し
て
き
た
が
、
改
定
の
算
出
根

拠
・
改
定
時
期
は
法
律
に
規
定
さ
れ
て

い
な
い
。
実
際
の
診
療
報
酬
の
改
定
で

は
、
診
療
科
目
間
の
差
異
は
全
く
無
視

さ
れ
て
い
る
。
消
費
税
の
負
担
の
公
平

を
是
正
す
る
た
め
の
手
当
て
自
身
も
消

費
税
法
又
は
そ
の
他
の
法
律
で
規
制
す

べ
き
で
あ
る
。
是
正
の
手
当
て
を
法
律

　

以
下
に
消
費
税
訴
訟
の
概
要
を
示
す
。

消
費
税
是
正
訴
訟
の
概
要

１　

訴
訟
日　
　

平
成
22
年
９
月
28
日

２　

原
告　
　
　
（
社
）
兵
庫
県
民
間

病
院
協
会
会
員
の
４
病
院
（（
社
）
兵

５　

請
求
の
原
因

（
１
） 

社
会
保
険
診
療
に
係
る
消
費
税

非
課
税
制
度
は
憲
法
違
反
で
あ
る
。

① 

消
費
税
を
国
に
支
払
う
事
業
者
は
、

仕
入
れ
に
伴
う
消
費
税
を
売
上
額
か
ら

控
除
（
仕
入
税
額
控
除
）
す
る
こ
と
が

庫
県
民
間
病
院
協
会
が
補
助
参
加
人
と

し
て
参
加
）

３　

被
告　
　
　

国
（
代
表
者　

法
務

大
臣
）

４　

請
求
の
趣
旨　

損
害
額
の
一
部
と

し
て
一
律
１
０
０
０
万
円
を
請
求

表１　消費税是正訴訟経過
平成22年１月　 消費税問題に関する訴訟の検討について会長に一任すること  
  が理事会で了承された。
平成22年３月　 消費税訴訟を視野に弁護士と相談することが理事会で了承さ  
  れた。
  ３月19日、大江橋法律事務所と相談。
  以後、打ち合わせを継続する。（４月７日、５月12日、６月７
  日、６月30日、８月19日、９月24日、11月４日、11月18日）
平成22年５月 第40回総会において、「保険診療に係る消費税非課税制度の  
  是正を求める訴訟」を提起することが承認される。
平成22年９月28日　提訴（神戸地方裁判所）
平成22年11月18日　第１回公判（口頭弁論）
平成23年２月４日　第２回公判（口頭弁論）
平成23年４月12日　第３回公判（ラウンドテーブル）
平成23年６月８日　第４回公判（ラウンドテーブル）
平成23年８月８日　第５回公判（ラウンドテーブル）
平成23年10月18日　第６回公判（ラウンドテーブル）
平成24年１月24日　第７回公判（ラウンドテーブル）
平成24年５月18日　第８回公判　(ラウンドテーブル)
平成24年６月26日　第９回公判（弁論終結）
平成24年11月27日　判　　決

「医療と消費税」市民公開セミナー
平成23年３月13日　兵庫県尼崎市アルカイックホール（兵庫県民間病院協会）
平成23年８月21日　東京都千代田区　日比谷公開堂　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本医医師会・４病院団体協議会）
平成24年９月８日　宮崎県宮崎市　サンホテルフェニックス　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（宮崎県医師会病院部会・医療法人部会）
平成24年12月２日　東京主婦会館　（地域医療研究会）
平成７年10月19日　東京憲政会館（地域医療研究会・日本社会党社会政策局）                             

　近畿病院団体連合会にて平成１３年より２２年まで１０回にわたり医療消費
税問題につき討議を行い、医療費非課税制度を正常課税制度にする要望書を数
回にわたり、厚生労働、財務省、政党、国会議員等に呈出。
　兵庫県民間病院協会でも平成２０年より、数回にわたり同様の要望書を関係
国会議員、政党に呈出。
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消
費
税
法
に
よ
り
そ
の
よ
う
な
手
当
て

を
設
け
る
こ
と
が
当
然
に
要
求
さ
れ
る

わ
け
で
は
な
い
。

11　

原
告
ら
の
言
う
「
特
別
犠
牲
」
と

は
消
費
税
法
に
よ
り
直
接
課
さ
れ
る
法

的
な
負
担
で
は
な
く
、
事
実
上
の
負
担

に
過
ぎ
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
消
費
税

法
に
よ
っ
て
原
告
ら
の
財
政
権
が
制
限

さ
れ
て
い
る
と
は
い
え
な
い
。

12　

租
税
法
に
よ
る
経
済
的
損
失
は
、

一
般
的
に
当
然
受
忍
す
べ
き
も
の
と
さ

れ
る
制
限
の
範
囲
を
超
え
る
こ
と
は
な

い
。
損
失
補
償
請
求
は
で
き
な
い
。

13　

結
局
、
原
告
ら
の
主
張
は
、
単
に

自
ら
の
経
営
上
の
経
済
的
不
満
を
述
べ

る
も
の
に
過
ぎ
ず
、
失
当
で
あ
る
。

国
の
反
論
に
対
し
て

　

国
の
主
張
に
つ
い
て
、
そ
の
矛
盾
点

と
非
合
理
性
を
以
下
に
指
摘
す
る
。

１　

被
告
国
は
医
療
機
関
の
消
費
税
の

実
質
的
な
負
担
は
認
め
な
が
ら
、
そ
れ

は
法
的
な
負
担
で
は
な
い
と
主
張
し
て

い
る
。
し
か
し
、
私
た
ち
原
告
は
消
費

税
非
課
税
制
度
そ
の
も
の
が
医
療
機
関

に
一
方
的
な
負
担
を
強
い
る
不
公
平
税

制
で
あ
り
、
憲
法
違
反
で
あ
る
と
主
張

し
て
い
る
。
実
質
負
担
は
病
院
経
営
の

根
幹
を
揺
る
が
し
て
い
る
。

２　

中
医
協
や
国
の
予
算
で
改
善
を
求

の
動
向
、
保
険
財
政
状
況
、
医
療
現
場

の
課
題
、
保
険
医
療
機
関
等
の
経
営
状

況
な
ど
総
合
的
に
勘
案
し
て
全
体
の
改

定
率
を
設
定
し
た
。

７　

憲
法
第
14
条
１
項
の
「
国
民
は
法

の
下
に
平
等
で
あ
っ
て
、・
・
・
政
治

的
、
経
済
的
又
は
社
会
的
関
係
に
お
い

て
差
別
さ
れ
な
い
。」
は
、
国
民
に
絶

対
的
な
平
等
を
保
障
し
た
も
の
で
は
な

く
、
合
理
的
理
由
な
く
し
て
差
別
す
る

こ
と
を
禁
止
す
る
趣
旨
で
あ
っ
て
、
何

ら
同
規
定
に
違
反
す
る
も
の
で
は
な
い
。

８　

消
費
税
の
性
格
、
仕
組
み
等
憲
法

の
規
定
か
ら
社
会
保
障
医
療
サ
ー
ビ
ス

等
の
非
課
税
売
上
に
対
応
す
る
課
税
仕

入
れ
に
つ
い
て
仕
入
税
額
控
除
が
認
め

ら
れ
な
い
こ
と
に
対
し
何
ら
か
の
調
整

を
行
う
こ
と
が
当
然
要
求
さ
れ
る
も
の

で
は
な
い
。

９　

元
年
、
９
年
に
臨
時
で
改
定
を
行

い
、
そ
の
他
の
改
定
時
に
お
い
て
も
、

課
税
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
分
も
適
切

に
踏
ま
え
た
改
定
が
行
わ
れ
て
い
る
の

で
あ
る
か
ら
制
度
的
な
手
当
て
は
さ
れ

て
い
る
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。

10　
「
是
正
の
手
当
て
」
を
設
け
る
か

否
か
、
設
け
る
と
し
て
、
い
か
な
る
方

式
、
内
容
等
に
よ
る
か
は
立
法
政
策
に

委
ね
ら
れ
て
い
る
問
題
で
あ
っ
て
、
消

費
税
法
上
又
は
憲
法
84
条
の
規
定
か
ら
、

要
約
し
た
も
の
を
示
す
。

１　

多
段
階
一
般
消
費
税
に
は
、
多
段

階
の
売
上
金
額
と
し
て
課
税
す
る
取
引

高
税
と
各
段
階
の
付
加
価
値
税
を
課
税

標
準
と
し
て
課
税
す
る
付
加
価
値
税
の

区
別
が
あ
る
。

　

我
が
国
の
消
費
税
は
、
付
加
価
値
税

の
性
質
を
も
つ
多
段
階
一
般
消
費
税
で

あ
る
。

２　

非
課
税
売
上
に
対
す
る
課
税
仕
入

れ
に
係
る
消
費
税
に
つ
い
て
は
、
税
負

担
の
累
積
を
排
除
す
る
必
要
が
な
く
、

本
来
的
に
仕
入
税
額
控
除
す
る
こ
と
は

で
き
な
い
。

３　

課
税
売
上
割
合
が
95
％
未
満
（
非

課
税
売
上
が
５
％
以
上
）
の
と
き
に
は
、

課
税
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
は
仕
入

れ
税
額
控
除
か
ら
除
か
れ
る
。

４　

社
会
保
険
医
療
サ
ー
ビ
ス
等
の
非

課
税
売
上
に
対
す
る
仕
入
れ
に
係
る
消

費
税
分
に
つ
い
て
は
、
売
上
価
格
の
引

き
上
げ
に
よ
っ
て
転
嫁
を
図
る
と
い
の

が
基
本
的
な
考
え
方
で
あ
る
。

５　

平
成
元
年
と
平
成
９
年
に
お
け
る

課
税
費
用
割
合
を
推
計
し
、
改
定
率
を

算
出
し
た
上
で
消
費
税
の
影
響
が
明
ら

か
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
項
目
の
う
ち

代
表
的
な
項
目
を
集
中
し
て
診
療
報
酬

を
引
き
上
げ
た
。

６　

改
定
に
際
し
て
は
、
物
価
、
賃
金

の
中
で
規
定
し
て
い
な
い
現
行
の
消
費

税
法
は
憲
法
84
条
に
違
反
。

（
２
） 

請
求
の
法
的
根
拠

① 
損
害
賠
償
請
求
（
国
家
賠
償
法
１

条
１
項
）

　

平
成
元
年
当
時
に
現
消
費
税
法
を
立

法
し
た
行
為
は
、
国
家
賠
償
法
上
違
法

で
あ
る
。
ま
た
、
平
成
９
年
の
消
費
税

税
率
改
定
時
に
病
院
等
の
特
別
の
負
担

の
解
決
を
放
置
し
た
立
法
法
不
作
為
は
、

国
家
賠
償
法
上
違
法
で
あ
る
。

② 

不
当
利
得
返
還
請
求
（
民
法
７
０

３
条
）

　

病
院
が
仕
入
先
等
に
支
払
っ
た
特
別

の
負
担
は
、
仕
入
税
額
控
除
又
は
還
付

さ
れ
る
こ
と
な
く
現
在
に
い
た
っ
て
い

る
。
国
が
病
院
の
仕
入
税
額
相
当
を
保

持
す
る
こ
と
は
、
国
が
法
律
上
の
原
因

な
く
し
て
利
益
を
受
け
て
い
る
こ
と
に

な
る
か
ら
、
こ
の
病
院
の
損
失
分
の
返

還
を
求
め
る
。

③ 

損
失
補
償
（
憲
法
２
９
条
３
項
）

　

病
院
の
特
別
の
負
担
は
病
院
に
の
み

特
別
の
犠
牲
を
課
す
も
の
で
あ
り
、
国

に
対
し
公
法
上
の
損
失
を
補
償
す
る
よ

う
請
求
す
る
。

国
の
反
論

　

私
た
ち
の
主
張
に
対
す
る
国
の
反
論

は
次
の
通
り
で
あ
る
。
準
備
書
面
か
ら
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め
る
べ
き
も
の
と
い
っ
て
い
る
が
、
数

年
来
の
日
本
医
師
会
、
各
種
病
院
団
体

の
要
望
に
も
か
か
わ
ら
ず
（
表
２
）、

改
善
が
認
め
ら
れ
な
い
た
め
、
原
告
は

法
的
手
段
に
訴
え
た
の
で
あ
る
。

３　

被
告
は
輸
出
貿
易
の
免
税
を
逆
に

取
っ
て
、
非
課
税
で
は
相
手
国
の
消
費

者
に
税
の
負
担
を
さ
せ
る
と
い
っ
て
い

る
が
、
私
た
ち
原
告
は
輸
出
免
税
に
非

を
唱
え
て
い
る
の
で
は
な
く
、
医
療
機

関
に
対
し
て
も
同
様
に
非
課
税
で
は
な

く
、
課
税
制
度
に
し
て
、
免
税
に
な
ぜ

出
来
な
い
の
か
と
問
う
て
い
る
の
で
あ

る
。
そ
う
す
る
こ
と
に
よ
り
誰
も
損
害

は
受
け
ず
、
医
療
機
関
は
健
全
経
営
が

出
来
、
そ
れ
に
よ
っ
て
国
民
も
利
益
を

受
け
る
こ
と
が
出
来
る
。

４　

平
成
元
年
、
消
費
税
３
％
が
導
入

さ
れ
た
当
時
、
日
本
で
初
め
て
の
、
誰

も
が
未
経
験
の
多
段
階
税
制
で
あ
る
消

費
税
に
つ
い
て
、
財
務
省
担
当
者
以
外
、

日
本
医
師
会
、
病
院
団
体
、
医
療
関
係

者
な
ど
は
、
控
除
対
象
外
消
費
税
（
損

税
）
に
つ
い
て
充
分
理
解
で
き
て
い
な

か
っ
た
の
が
事
実
で
あ
る
。
し
か
し
、

こ
れ
は
財
務
当
局
者
の
意
図
す
る
と
こ

ろ
で
な
か
っ
た
と
し
て
も
、
医
療
関
係

者
に
詳
細
に
説
明
し
て
い
な
か
っ
た
こ

と
は
明
ら
か
で
あ
る

５　

消
費
税
３
％
の
平
成
元
年
に
上
乗

せ
さ
れ
た
診
療
報
酬
の
代
表
的
な
12
項

目
と
、
平
成
９
年
の
２
％
ア
ッ
プ
時
の

代
表
的
な
24
項
目
が
全
く
異
な
る
の
は

ど
ち
ら
か
が
代
表
的
で
な
い
こ
と
に
な

る
（
表
３
）。
ど
ち
ら
も
代
表
的
で
あ

る
な
ら
ば
全
部
の
項
目
で
５
％
上
乗
せ

さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
か
つ

診
療
科
に
よ
っ
て
極
端
に
差
が
あ
る
。

こ
れ
に
対
す
る
被
告
の
説
明
は
不
当
で

あ
る
。

６　

２
年
毎
の
診
療
報
酬
改
定
時
に
消

費
税
５
％
の
加
入
項
目
の
実
態
調
査
は

行
わ
れ
て
い
な
い
。

表２　医療団体の要望書
　平成２４年１１月２７日

財務大臣

　城　島　光　力　　殿

　日本医師会会長　　　　　横　倉　義　武

　日本歯科医師会会長　　　大久保　満　男

　日本薬剤師会会長　　　　児　玉　　　孝

　日本病院会会長　　　　　堺　　　常　雄

　全日本病院協会会長　　　西　澤　寛　俊

　日本医療法人協会会長　　日　野　頌　三

　日本精神科病院協会会長　山　崎　　　學

　

　

　平成２５年度税制改正要望の重点事項について

　要望書

　

　医療において消費税が非課税であることによって発生する「控除対象外消費税問題」

は、医療機関の長年の課題であり、医療界は一刻も早い解決を望んでおります。

　去る８月１０日に成立した消費税増税法（社会保障の安定財源の確保等を図る税制の

抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律・第７条第一号ト）では、

「医療に係る消費税の課税のあり方については、引き続き検討する」とされました。

　また、同法のなかで「医療機関等の消費税負担について、厚生労働省において定期的

に検証する場を設ける」とされたことから、中央社会保険医療協議会の下に「医療機関

等における消費税負担に関する分科会」が設置されました。

　しかし、当該分科会の設置目的は、診療報酬における消費税に係る過去の対応を検証

し、今後の診療報酬制度等における対応について検討することが主なものであることか

ら、１０月３１日開催の第４回分科会において、社会保険診療に対する消費税の課税の

あり方について、（当）分科会は決定を行う場ではないこと、分科会とは別の、「税制を

協議する場での検討が必要である」ことについて全委員の意見が一致しました。

　こうした動向を踏まえ、医療に係る消費税の課税のあり方については、法律に則った

形で、政府税制調査会等、税制に関して協議する機関での検討を要望します。
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応
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
た
こ
と
が

認
め
ら
れ
る
の
で
あ
る
か
ら
、
消
費

税
法
が
想
定
す
る
仕
入
税
額
相
当
額

の
負
担
を
転
嫁
す
る
方
法
に
代
替
す

る
手
段
は
、
法
制
度
上
、
確
保
さ
れ

て
い
る
も
の
と
評
価
で
き
る
。

⑤ 

厚
生
労
働
大
臣
は
、
診
療
報
酬
改

定
に
際
し
、
個
別
の
医
療
法
人
等
に

係
る
原
告
ら
主
張
の
負
担
を
解
消
す

べ
き
義
務
を
負
う
と
ま
で
は
解
さ
れ

な
い
も
の
の
、
医
療
法
人
等
の
仕
入

税
額
相
当
額
の
負
担
に
関
す
る
制
度

の
整
合
性
の
見
地
に
照
ら
し
、
上
記

改
定
が
転
嫁
方
法
の
区
別
を
解
消
す

る
た
め
の
代
替
手
段
と
し
て
想
定
さ

れ
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
て
、
医
療
法

人
等
が
負
担
す
る
仕
入
税
額
相
当
額

の
適
正
な
転
嫁
に
配
慮
し
た
診
療
報

酬
改
定
を
す
べ
き
義
務
を
負
う
も
の

と
解
す
る
の
が
相
当
で
あ
り
、
こ
の

よ
う
な
配
慮
が
適
切
に
行
わ
れ
て
い

な
い
場
合
に
は
、
当
該
診
療
報
酬
改

定
は
、
裁
量
権
を
逸
脱
又
は
濫
用
す

る
も
の
と
評
価
を
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

４　

本
判
決
の
判
断
部
分
を
要
約
す
れ

ば
、
診
療
報
酬
を
非
課
税
と
し
仕
入
税

額
控
除
が
利
用
で
き
な
い
現
行
消
費
税

法
の
下
に
あ
っ
て
は
、「
厚
生
労
働
大

臣
は
、・
・
・
医
療
法
人
等
が
負
担
す

い
る
。

８　

原
告
ら
は
当
然
受
忍
す
べ
き
も
の

と
さ
れ
る
制
限
の
範
囲
を
超
え
て
い
る

と
は
い
え
な
い
。
よ
っ
て
原
告
ら
の
請

て
い
る
こ
と
の
問
題
を
病
院
側
が
多
く

の
観
点
か
ら
主
張
し
た
こ
と
に
対
し
て
、

本
判
決
は
、
や
む
を
得
ず
と
言
お
う
か
、

以
下
に
示
す
よ
う
な
問
題
認
識
と
判
断

を
示
さ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。
こ
れ
ら

の
本
判
決
の
判
断
部
分
は
、
本
問
題
の

解
決
を
考
え
る
場
合
に
積
極
的
に
評
価

さ
れ
る
べ
き
と
こ
ろ
と
考
え
ら
れ
る
。

① 

医
療
法
人
等
が
仕
入
税
額
相
当
額

の
負
担
を
免
れ
る
方
法
は
、
消
費
税

法
に
お
い
て
用
意
さ
れ
て
い
な
い
と

い
う
状
況
が
生
じ
て
い
る
。

② 

医
療
法
人
等
は
、
消
費
税
法
上
、

仕
入
税
額
相
当
額
を
転
嫁
す
る
方
法

に
つ
い
て
一
般
の
事
業
者
と
は
異
な

る
取
扱
い
が
さ
れ
て
い
る
と
い
え
、

そ
の
点
に
お
い
て
区
別
が
生
じ
て
い

る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
（
以
下
、

『
転
嫁
方
法
の
区
別
と
い
う
』）。

③ 

転
嫁
方
法
の
区
別
は
、・
・
・
結
果

と
し
て
不
合
理
な
差
別
的
取
扱
が
生

じ
て
い
る
よ
う
な
場
合
に
は
、
そ
の

原
因
と
な
っ
た
仕
組
み
全
体
に
つ
い

て
平
等
原
則
違
反
の
問
題
が
生
じ
得

る
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。

④ 
消
費
税
の
制
定
当
初
か
ら
、
消
費

税
の
導
入
に
よ
る
医
療
法
人
等
の
仕

入
価
格
の
上
昇
に
対
す
る
手
当
と
し

て
は
、
健
康
保
険
法
等
に
お
け
る
診

療
報
酬
の
適
切
な
改
定
に
よ
っ
て
対

消
費
税
裁
判
の
判
決

　

昨
年
11
月
27
日
の
消
費
税
裁
判
の
判

決
文
の
要
旨
は
次
の
通
り
で
あ
る
。

１　

憲
法
は
絶
対
的
平
等
を
保
障
し
た

も
の
で
は
な
い
。

２　

裁
判
所
は
基
本
的
に
立
法
府
の
政

策
的
、
技
術
的
、
裁
量
的
な
判
断
を
尊

重
せ
ざ
る
を
得
な
い
。

３　

健
康
保
険
法
に
よ
り
消
費
税
分
は

診
療
報
酬
で
適
切
に
転
嫁
対
応
で
き
る

か
ら
合
理
的
な
差
別
扱
い
で
は
な
い
。

従
っ
て
憲
法
に
違
反
し
て
い
な
い
。

４　

制
度
の
優
劣
に
関
す
る
問
題
は
、

立
法
府
に
お
い
て
判
断
す
べ
き
も
の
で

あ
り
、
立
法
政
策
に
ゆ
だ
ね
ら
れ
る
べ

き
問
題
で
あ
る
。

　

実
質
的
な
負
担
は
法
的
な
負
担
で
は

な
い
か
ら
憲
法
84
条
に
違
反
し
て
い
な

い
。

５　

中
医
協
で
診
療
報
酬
は
検
討
さ
れ
、

厚
生
労
働
大
臣
の
裁
量
権
の
行
使
で
決

め
ら
れ
る
。

６　

厚
生
労
働
大
臣
は
医
療
法
人
が
負

担
す
る
仕
入
税
額
相
当
分
の
適
正
な
転

嫁
に
配
慮
し
た
診
療
報
酬
改
定
を
す
べ

き
義
務
を
負
う
。

７　

経
済
実
態
調
査
を
行
い
平
成
元
年

お
よ
び
９
年
に
消
費
税
分
を
含
め
た
診

療
報
酬
の
改
定
率
が
決
め
ら
れ
て
お
り
、

適
正
に
消
費
税
の
転
嫁
が
は
か
ら
れ
て

求
は
棄
却
す
る
。

担
当
弁
護
士
の
コ
メ
ン
ト

　

本
判
決
に
対
す
る
担
当
弁
護
士
の
コ

メ
ン
ト
を
以
下
に
示
す
。

１　

国
会
で
成
立
し
た
法
律
を
憲
法
違

反
と
の
結
論
を
裁
判
所
が
出
す
こ
と
の

ハ
ー
ド
ル
は
一
般
的
に
高
い
こ
と
は
承

知
し
て
い
た
こ
と
で
あ
っ
た
が
、
本
判

決
も
ま
た
、
憲
法
違
反
の
結
論
に
ま
で

到
達
で
き
な
か
っ
た
こ
と
は
残
念
で
あ

る
。

２　

消
費
税
法
が
病
院
側
に
平
等
原
則

に
反
す
る
不
利
益
を
与
え
て
い
る
と
の

違
憲
判
断
に
関
す
る
主
張
に
本
判
決
は

ま
と
も
に
応
答
し
て
い
な
い
点
、
診
療

報
酬
の
改
定
に
よ
っ
て
問
題
を
解
決
し

て
い
る
と
の
国
側
の
主
張
が
間
違
っ
て

い
る
と
の
指
摘
に
対
し
て
本
判
決
が
診

療
報
酬
の
改
定
の
実
際
の
内
容
を
無
視

し
て
い
る
点
は
、
承
服
で
き
な
い
と
こ

ろ
で
あ
る
。

３　

し
か
し
な
が
ら
、
現
行
消
費
税
法

が
診
療
報
酬
を
非
課
税
と
し
、
仕
入
税

額
控
除
の
適
用
を
排
除
し
て
い
る
こ
と

の
結
果
、
病
院
に
特
別
の
負
担
を
与
え
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（日本医師会資料）

表３　診療報酬において補填された項目の現況
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関
係
当
局
、
国
会
、
マ
ス
コ
ミ
も
こ
の

問
題
を
真
剣
に
取
り
上
げ
て
こ
な
か
っ

た
。　

　

今
後
は
、
政
治
的
解
決
を
目
指
し
、

こ
れ
以
上
不
毛
の
議
論
は
や
め
よ
う
。

国
会
で
議
論
を
し
、
医
療
に
対
す
る
消

費
税
非
課
税
制
度
は
全
く
不
公
平
で
医

療
機
関
の
一
方
的
な
負
担
と
な
り
、
医

療
を
崩
壊
に
導
く
一
因
と
な
る
こ
と
を
、

広
く
一
般
国
民
に
理
解
し
て
も
ら
う
こ

と
が
問
題
解
決
へ
の
早
道
で
あ
る
と
信

じ
る
。
消
費
税
訴
訟
は
こ
の
た
め
の
一

里
塚
に
な
っ
た
と
思
う
。

　

ま
た
、
こ
れ
ま
で
の
よ
う
に
診
療
報

酬
に
消
費
税
分
を
上
乗
せ
す
る
こ
と
だ

け
は
絶
対
に
避
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

結
局
、
患
者
の
負
担
と
な
り
、
非
課

税
の
意
味
が
な
く
な
る
。

（
本
記
事
掲
載
に
当
た
り
医
療
消
費
税

訴
訟
に
際
し
多
大
の
御
協
力
を
頂
い
た

日
本
医
師
会
を
は
じ
め
関
係
病
院
団
体

そ
の
他
の
方
々
に
厚
く
御
礼
申
し
上
げ

ま
す
。
特
に
大
江
橋
法
律
事
務
所
の
石

川
正
所
長
、
税
理
士
船
本
智
睦
氏
、
日

本
医
師
会
副
会
長
今
村
聡
氏
、
ジ
ャ
ー

ナ
リ
ス
ト
田
辺
功
氏
に
感
謝
し
ま
す
）

る
仕
入
税
額
相
当
額
の
適
正
な
転
嫁
に

配
慮
し
た
診
療
報
酬
改
定
を
す
べ
き
義

務
を
負
う
」
こ
と
を
明
言
し
た
と
い
う

こ
と
で
あ
る
。
本
裁
判
に
お
け
る
国
側

の
主
張
（
①
厚
生
労
働
大
臣
の
消
費
税

法
の
導
入
に
伴
う
診
療
報
酬
の
改
定
は

法
的
義
務
で
は
な
い
こ
と
、
②
こ
の
診

療
報
酬
改
定
は
裁
量
行
為
で
あ
っ
て
転

嫁
が
適
切
に
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
考

慮
し
な
く
て
も
裁
量
の
逸
脱
は
な
い
と

い
う
主
張
）
を
、
明
確
に
か
つ
全
面
的

に
排
斥
し
た
こ
と
は
画
期
的
な
こ
と
で

も
あ
る
。

５　

し
か
し
な
が
ら
、
本
判
決
は
、
最

後
の
こ
の
論
理
の
当
て
は
め
に
お
い
て
、

国
側
を
負
か
す
こ
と
に
躊
躇
し
た
の
か
、

厚
生
労
働
大
臣
に
よ
る
実
際
の
診
療
報

酬
改
定
の
内
容
が
仕
入
税
額
相
当
額
を

適
切
に
転
嫁
し
て
い
な
い
と
い
う
病
院

側
の
具
体
的
な
内
容
を
子
細
に
検
討
す

る
こ
と
な
く
一
蹴
し
て
し
ま
っ
た
の
で

あ
る
。
後
一
息
と
言
う
と
こ
ろ
で
退
け

ら
れ
た
こ
と
は
残
念
至
極
で
あ
る
。

政
治
的
解
決
に
向
け
て

　

医
療
と
消
費
税
非
課
税
の
問
題
は
、

過
去
十
数
年
間
医
療
関
係
者
が
議
論
を

重
ね
、
そ
れ
を
課
税
制
度
に
し
、
仕
入

税
額
控
除
が
で
き
る
よ
う
に
何
回
も
国

に
要
望
書
を
出
し
て
き
た
。
し
か
し
国
、


